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ビジネスモデルに基づき、H28年度に開始するベータ版のシステム運用を通じ、利便性・有効性・ 
持続可能性の改善・改良を行い、情報一元化システムの本格運用を目指す。 

• 持続的な運営体制への移行準備 

 運用を通じた利便性・有効性・持続可能性の改善
・改良。SIP後の運営体制の検討。 

 H31年度から自立的体制でインフラ用ロボット情報
一元化システムの運用を開始。 

 我が国の技術開発者、製造者、保有者、利用者に
よるロボット技術の開発・利活用に資する『知的情
報ハブ』として機能することが目標。 

 
• 国土交通省の各種施策との連携による価値 
   創出 

 統合災害情報システム（DiMAPS）との連携、平成
31年度以降の本格運用 

 インフラメンテナンス国民会議の活動の一環として
の位置付け 

 i-Construction推進コンソーシアムのWGの一環と
しての位置付け 

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度〜 

・システム開発 
・DB、コミュニテイ 
 運用開始 

・システム改良 
・DB、コミュニテイ 
 拡充支援 

・持続的運営方法
の提案 
・DB、コミュニテイ 
 拡充支援 

国土交通省 
国土技術政策総合研究所 

国土交通省 
国土技術政策総合研究所 

国土交通省 
国土技術政策総合研究所 

民間企業団体 民間企業団体 
（一財）先端建設技術 
センター、 
（株）野村総合研究所 

我が国の防災技術（ICT ・ロボット）を結集した災害対応力向上 

▷防災に役立つ技術開発は日進月歩であるが、より効果的で迅速な災害対応を実現するため、防災機関が優れた 
 防災技術（ICT ・ロボット）を活用できるよう、所在情報、調達情報、技術情報、災害協定締結等の必要な情報を 
 提供する社会インフラ用ロボット情報一元化システムの構築を行う。 

▷平常時より、災害用ロボット開発者（シーズ）と国土交通省や自治体等（ニーズ）との意見交換等を行い、 
 より災害ニーズにマッチした技術開発の促進を行うとともに、災害協定締結を促進する。 

概要（現状、課題） 

「DIMAPS」との有機的な連携を図ることで 
より効果的かつ迅速な災害対応を支援する 

平成２８年度中にシステムを試作。平成２９年度より試行的な運用を開始し、それを踏まえた継続的な改良を行い、 
平成３１年度より本格的な運用を実施。 

今後の取り組み 

社会経済の壊滅的 
な被害を回避する 

H29年度 
重点対策 

接続的な運営体 
制へ移行 

・協議会方式など 

システム（DB・コミュニテイ）構築・運営、 
     及び運営体制検討 

研究開発期間終了後 
Ｐｏｓｔ ＳＩＰ ＳＩＰ 研究開発期間 

委
託 

委
託 

委
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連携 

排水ポンプ車 分解組立型（遠隔操作式） 
バックホウ 照明車 

国交省保有機械 

水中構造物調査用ROV 搭載型無人化施工技術 ロボットによる水中の取得データ 
サンプリング機能搭載型ドローン 

ロボット技術開発者 
（関連技術メーカー、高等専門学
校、大学・研究機関） 

ロボット製造者 
（完成品メーカー） 

ロボット保有者 
（販売代理店（商社） 
リース・レンタル事業者） 

製品情報等 

製品情報等 

国土交通省 
地方整備局・事務所 

地方自治体 

災害対応サービス事業者 
（点検・診断事業者、 

建設コンサル等、施工業者）） 

社会インフラ関係機関 
（NEXCO、JR） 

自衛隊、消防庁、警察庁 

社会インフラ用ロボット情報一元化システム 

レーザー搭載型ドローン 

・ 技術開発と社会実装を促進する活動の  

 場としてコミュニティの運営開始 

 

・  開発者が集う場として「一元化交流サイト」  

  コミュニティを構築。現在、SIP開発者を含め、  

  71名が参画。  

・  橋梁点検をテーマに「調査用ドローン活用検討」  

  及び「3次元モデリング技術開発」の2つのコミュ 

  ニティ活動をスタート。  

・  従前の橋梁点検におけるロボット活用・支援を  

  実現するための活動。  

地域実装・事業化支援活動 
（現場での試行、導入支援） 

自治体など開発技術の適用フィールド 

SIP関係者（地域実装支援チーム、ビジネス化支援チーム） 

【社会実装を加速する情報共有の仕組み】 
各地での試行結果など、有益な情報を有する 
ことにより、実用化を促進する。 

各地での現場 
検証・試行に関する 
情報 

   評価情報 
（根拠データ・ネガティブ 
情報も含む） 

開発者（ＳＩＰ） 開発者（非ＳＩＰ） 

申請により登録 
されたメンバーのみ 

技術開発と社会実装を促進する 
       活動の場 

コミュニティ 

クローズ情報 

①技術データの情報交換を 
目的とするコミュニティ 

お互いがシーズ情報やニーズ情報、技
術情報を投げかける。 

SIPの研究開発者や行政サイドの人間が 
ほぼすべて参加しているイメージ 

②技術開発（短期的なトライアルを含
む）を目的とするコミュニティ 

①でネタになりそうなテーマがあったら、参
加者同士がコミュニティを立ち上げ、議論を

深化させる。 

③ビジネス化支援を目的とする 
コミュニティ 

②コミュニティでビジネス化できそう
な技術があれば、ビジネス化に向け

ての議論を行う場 

新たなビジネス 
領域を提供 

ビジネス化可能 
と思われるネタ 

新たなネ 
タを 

ネタ 

SIP関係者（地域実装支援チーム、ビジネス化支援チーム） 

開発者（ＳＩＰ） 開発者（非ＳＩＰ） 

技術開発と社会実装を促進する 
       活動の場 

地域実装・事業化支援活動 
（現場での試行、導入支援） 

災害分野 インフラ分野 

現場検証 
災害協定 DB登録 

（例：テーマ設定型（技術公募）による 
   直轄現場等での試行） DB登録 

• 社会インフラ用ロボット情報一元化 

システム・簡易版DBを構築 
 

• 国土交通省  「次世代社会インフラ用  

ロボット開発・導入」での維持管理分野   

（橋梁・トンネル・水中）と災害対応分野   

（災害調査、災害応急復旧）のそれぞれ  

の現場検証での実績・評価結果を踏まえ、 

ロボット技術を整理、検索機能を追加。  

研究開発の内容 

社会インフラ用ロボット情報一元化システムの構築 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 森川博邦 
（一財）先端建設技術センター、（株）野村総合研究所        

• 社会インフラの維持管理及び災害対応に役立つ各種ロボット技術 

  について、技術特性や配備状況等の関連情報を一元化し、その情報 

  をロボットの利用者及び開発者等の各関係者により活用される仕組 

  み（「社会インフラ用ロボット情報一元化システム」）を構築・運用する。 

• 事業化や導入を目指す者が参画するコミュニティを開催・運営するこ 

  とにより、ニーズとシーズのマッチング、災害対応を含む調達支援情 

  報を提供など、企業・研究機関等の開発者のみならず、 国や地方自 

  治体等のユーザーの導入を支援し、技術開発の推進、継続的な改 

  良・開発、利用者の訓 練・運用に幅広く貢献するシステムを構築する。 

研究開発の目的 

・ 各種ロボット技術が、社会インフラの維持管理及び災害時に有効に活用されるとともに、 

  ニーズとシーズのマッチングを通じた継続的な研究開発に資することを目的とする。 

・ 開発したロボットの地域実装や国内外の市場を見据えた情報共有と交換ができる場を構築 

  することで、ロボット技術のビジネス化を支援する。 

社会インフラ用ロボット 
  情報一元化システム 

情報 

人 場 

▶地方展開 
▶海外展開 
 への貢献 

情報一元化システム 
ロボットの活用を促進する 技術開発と社会実装を促進する 

社会実装・ビジネス化 

コミュニティ 
ＤＢ 

コミュニティＡ 

コミュニティＢ 

シーズ 
情報 

ニーズ 
情報 

保有 
台数 

提供 
地域 

オープン情報 クローズ情報 

分野

橋梁維持管理

水中維持管理

トンネル維持管理

災害調査

災害応急復旧
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近接目視の代替または支援

打音検査の代替または支援

点検者の移動 ・ 接近手段

近接目視の代替または支援

打音検査の代替または支援

ダムの近接目視の代替または支援

ダムの堆積物の状況の把握

河川の近接目視の代替または支援

土砂崩落 ・ 火山災害の画像 ・ 地形データ

土砂崩落 ・ 火山災害の物性調査 ・ 計測

トンネル崩落のガス等情報取得

トンネル崩落の画像取得 

掘削、 押土、 盛土等の応急復旧

排水作業の応急対応

機械等の掘削にかかる情報の伝達

ニーズ技術 シーズ技術数
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（4）ロボット技術の研究開発

研究開発の目的・内容

現状の成果① 最終目標

現状の成果②社会インフラ用ロボット情報
一元化システムの構築56

研 究 責 任 者 国土交通省 国土技術政策総合研究所　森川博邦
業務実施機関 （一財）先端建設技術センター、（株）野村総合研究所

コミュニティの構築

簡易版DBの構築


